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研究成果の概要（和文）： 

本研究では，想定首都地震後の住宅再取得意向に関する社会シミュレーションの構築を行な

い，演算を行なった結果をまとめた．具体的には，まず，災害後の住宅再取得行動に整理した

上で，次に，シミュレーションフローの設計や供給データの設定について記した．そして，シ

ミュレーション実施結果について，集計結果や安定性の確認を行い，さらに，供給データを変

えながら計算結果の変動を眺め，復興公営住宅供給を中心に考察を加えた．研究を通じて，想

定災害後の住宅再取得問題の事前検討を行なう方法論が提示された．また，想定首都地震後の

住宅再取得問題において，量的に賃貸住宅が重要な役割を果たすことを指摘した． 

 
研究成果の概要（英文）： 
 For considering the housing reconstruction problem following urban disaster, this 
research developed a social simulation for housing reconstruction using earthquake damage 
assessment. In addition, because the amount of supply is not clear, this research examines 
relations of the supply amount and simulation results. Several observations from 
simulation results have shown an importance of rental housing in housing reconstruction 
problem following the Tokyo metropolitan earthquake. 
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１．研究開始当初の背景 
 
内閣府中央防災会議では，2005 年に首都直

下地震の被害想定結果を公表し，その後，避

難者対策等の検討が進められてきたが，同想
定地震後の住宅再建問題については扱われ
ていない． 

研究代表者は，研究開始以前に，災害後の
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応急住宅問題に焦点を当て研究を進めてき
たが，応急住宅問題のみでは問題解決とはな
らず，恒久的な住宅再取得の問題へと研究を
展開していく必要性を強く感じてきた．研究
開始以前に取り組んだ応急居住状況のミク
ロシミュレーションにおいて，非集計行動分
析と C言語によるシミュレーションプログラ
ミングを行ったが，これらの技法は，住宅再
取得の問題にも適用可能なものと考え，本研
究では住宅再建行動予測モデルの構築を試
みることとした． 

しかしながら,応急住宅問題と住宅再建問
題では，問題の質が異なり，被災者の意思決
定条件については留意して取り組む必要が
あると考えられ，復興シナリオ等を考慮した
上で，多様な意思決定条件を描画し，非集計
行動モデルとミクロシミュレーションを適
用していくことを計画した． 
 
２．研究の目的 
 
災害後の住宅再建対策は，事前補強へのコ

スト補助による被害そのものの軽減と再建
費用とのバランスや，既存の空家の利活用と
の関係，さらにはストック型住環境の整備ま
でを含めて検討する必要がある．研究の全体
構想としては，災害後の住宅再建の在り方を，
そうした住宅政策全体の中で提案すること
を目指す． 
対策の是非は個人の再建選好に関わって

くるため，本研究では，行政の講じる多様な
住宅再建支援策（再建費用補助，公営住宅斡
旋，家賃補助，減税・減免など）に対して，
被災者がどのようにそれを選択し，再建を達
成するかを，「住宅再建行動予測モデル」を
構築してシミュレーションを行い，迅速で質
の高い住宅再建を達成するには，行政がどの
ような政策代案を準備すべきかを明らかに
することを目的とする． 
 
３．研究の方法 
 
本研究では，想定首都直下地震を対象とし

て，復興シナリオに応じた住宅再建状況の想
定を目的とし，研究期間内に，代表的な市街
地復興シナリオの抽出と，復興シナリオに応
じた住宅再建行動モデルの構築と予測試行
等を計画した． 
2008 年度は，代表的な市街地復興シナリオ

の抽出（佐藤慶一「過去の震災復興と課題」
震災を想定した県土事前復興プログラム報
告書（東京大学・埼玉県），pp.3-14, 2009.3.
としてまとめた）と，1都 3 県全域を対象と
した「想定首都地震の住宅対応に関する意向
調査」を実施し，4200 サンプルを回収した．
収集データから非集計行動モデルの推定を
した． 

2009 年度は，2008 年度に推定した非集計
行動モデルを用いて，想定首都地震後の住宅
再取得意向に関する社会シミュレーション
の構築を行なった．具体的には，まず，災害
後の住宅再取得行動に整理した上で，次に，
シミュレーションフローの設計や供給デー
タの設定について検討した．そして，構築し
たシミュレーションを実行し，集計結果や安
定性の確認を行い，さらに，供給データを変
えながら計算結果の変動を眺め，最後に，復
興公営住宅供給を中心に考察を加えた．作業
を通じて，想定災害後の住宅再取得問題の事
前検討を行なう方法論が提示された． 
 
４．研究成果 
(1)災害後の住宅再取得行動の整理 

図 1に災害後の住宅行動を整理したものを
示す．一般的に，避難→応急居住→住宅再建
の 3 時期で区分して整理することが多いが，
必ずしも全ての被災者が 3ステップを踏むわ
けではない． 

まずもって，従前住宅に継続居住する世帯
がある．住宅被害が軽く修理して利用可能な
場合は，応急修理や補修によって従前住宅を
利用する． 
 それ以外の世帯として，従前敷地に再建も
しくは別の住宅を購入する行動がある．これ
らは，場合によっては時間を要し応急居住が
必要となるが，特にプレハブ住宅を建設する
場合や既存住宅を購入する場合などは，比較
的短期的に実現されることが十分にありえ
る． 

既存賃貸住宅への入居も時期や，親戚・知
人宅等や勤務先施設への入居等の行動も，時
期を限定するものでなく，適当な条件の住宅
や空室があれば震災直後から入居がありえ
る．ただし，避難先や仮住まい先として暫定
的に入居している場合と，住宅再取得の方法
として本格的に入居する場合があり，その意
味合いは異なる． 

これらの住宅再取得行動を補完するもの
として，避難所→仮設住宅→公営住宅という
公的な居住支援がある． 

その他に親戚宅・知人宅・会社施設等への
入居もあり，それらも含めて住宅再取得が困
難な場合に，仮住まいを継続するということ
になる． 

本研究では，従前住宅に継続居住したり，
修理・補修して利用する世帯は，住宅再取得
が必要な世帯と位置づけないで除いた上で，
それ以外を「建替え」「新規購入」「賃貸住宅」
「公営住宅」「その他（親戚宅等）」と区分し
て扱う．加えて，応急居住から住宅再取得の
移行に時間がかかるケースも想定されるの
で「仮住まいを継続」という区分も想定する．
仮設住宅以外にも，暫定的に賃貸住宅に入居
している世帯は多く，思い通りの再取得がで



 

 

きず応急居住を継続する世帯が発生するこ
とは十分に想定される． 

図 1災害後の住宅行動の概要 
 
(2)シミュレーションフローの設計 

図 2に，想定地震後の住宅再取得状況を想
定する社会シミュレーションのフローを示
す．シミュレーションは個票単位で行われ，
ランダムで 1世帯選び，世帯に応じて住宅再
取得の選択肢ごとにデータを与え，選択行動
モデル[5．主な発表論文等 雑誌論文②]を用
いて選択確率を算出する． 
想定地震後の住宅供給については，社会経

済条件等により変動することが想定される
不確定的要素が大きいものであるため，完全
なマイクロデータを用意することは避け，地
区ごとに供給量のみを予めセットして，世帯
の希望する居住室数に応じて，予め用意した
データを用いて必要自己資金や家賃等を算
出する．地区ごとに各選択肢の供給量を決め
ておき，不足する場合は隣接する都県内の他
のエリア，それでも不足する場合は他の都県
の立地とする． 

ある条件において算出された選択確率が
小さくても，行動が割り振られる可能性があ
り，選択確率が最大のものを行動として割り
当てるのでは非集計行動分析モデルを適切
に表現したことにならないので，算出した選

択確率と乱数を用いて行動を割り当てる．需
要データおよび供給データを更新した後，次
の世帯へ移る．1 世帯ごとの計算を，需要世
帯数回繰り返すことで，シミュレーション結
果を得る． 

住宅再取得世帯については，研究代表者ら
が実施した仮住まいのミクロシミュレーシ
ョンの結果[5．主な発表論文等 雑誌論文③]
を入手して用いることとして，追加で必要な
属性（雇用形態，希望する居住室数，災害時
の親族宅等への同居見込み等）は，社会統計
やアンケート調査結果の属性ごとの世帯比
率を用いて与える． 

図 2 シミュレーションフローの概要 
 
(3)供給量の設定等 

図 1で示したように，本研究では，住宅再
取得の選択肢として「建替え」「新規購入」「賃
貸住宅」「公営住宅」「親戚宅等」「仮住まい
を継続」の 6つを扱う． 

「建替え」「親戚宅等」「仮住まいを継続」
は，世帯の状況に応じて選択肢として形成さ
れるものでシミュレーションに内生化可能
であるが，「新規購入」「賃貸住宅」「公営住
宅」については，シミュレーションを構築す
る際に，震災後にどの程度供給されるのか予
め見通しを得ておくことが求められる．ここ
では，阪神・淡路大震災後の住宅供給数に関
するデータを整理することから，その見通し
を得た． 

阪神・淡路大震災後の被災 10 市 10 町の新
設住宅着工戸数の状況を基に，想定首都直下
地震時の新規住宅供給数について検討した
結果を表 1に示す．阪神・淡路大震災時の住
宅着工数の内訳比率を与え，130 万戸分の新
規住宅供給を考えると，建替えが約 40万戸，
新規分譲住宅供給は約 26 万戸，新規賃貸住
宅供給は約 42 万戸となる．それ以外につい
て，シミュレーションでの対応について表 1
下部に書き込みをした． 
表1想定首都地震時の新規住宅供給数のイメージ 

 
供給量の設定のみでは不十分であるため，

表 2 に供給データ作成のルールを整理した． 
新規購入／賃貸住宅／公営住宅の供給数（表
2※1 に相当）は，表 1 の供給数イメージに，
現在の立地および住宅タイプ別の住宅数の
比率を与えて，予め仮想的に用意する．立地
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は，実際には多少の変動も想定されるが，需
要世帯の分布に従うことで対応する．住宅タ
イプは，それぞれ恣意的に設定可能である． 
間取りは，アンケート調査で回答を得た希望
する居住室数を需要データに与え，シミュレ
ーション内部で得る． 
必要自己資金／家賃（表 2※2 に相当）に

ついては，社会経済状況による変動が大きく，
厳密化することは困難であり，関連する統計
情報を元に，概数を与える形式が適切と判断
した．費用や家賃は，立地や間取りに応じて
変更することが考えられ，住宅・土地関連デ
ータを用いて，立地・住宅タイプ・間取りご
とに整理したデータを与える．「建替え」の
建築費用は，建築着工統計を整理した値を与
えた．「新規購入」の必要資金は，戸建てと
集合住宅と分け，戸建ては，建築着工統計を
整理した値に，都道府県地価調査を整理した
値を与えた．集合住宅は，不動産経済研究所
の首都圏マンション市場動向を整理した値
を与えた．賃貸住宅の家賃は，独自に収集整
理した WEB 上の賃貸住宅データのうち，2001
年以降に建設された賃貸住宅の家賃を整理
して与えた． 

復興公営住宅の家賃（表 2※3に相当）は，
本研究では東京都の設定を参考にやや簡便
にした上で与えた． 
 

表 2 選択肢ごとの供給データの作成ルール 

なお，賃貸住宅は，新規供給データに加え
て，既存の賃貸住宅の空室分として，研究代
表者らが作成した首都地震後に利用可能な
賃貸住宅空室のミクロデータ[5．主な発表論
文等 雑誌論文④]を入手し用いる． 
 
(4)社会シミュレーションの試行 
 内閣府中央防災会議避難者対策等専門調
査会では，住宅喪失した約 162 万世帯から応
急修理により自宅へ戻る約 31 万世帯と報告
しているので，その分を差し引いた 130 万世
帯を対象として試算を行なう．供給データは，
(3)で示した設定として，公営住宅は 10 万戸
供給するものとする．震災後経過年次は一律
3 年として，利用する非集計行動モデル[5．
主な発表論文等 雑誌論文②]に与える． 
 シミュレーション内部で生成した住宅デ

ータの特性を表 3に示す。 
住宅タイプでは，建替えは全て戸建て，新

規購入は 6割程度が集合住宅，賃貸住宅およ
び公営住宅は全て集合住宅とセッティング
した通りに生成されている．部屋数は，アン
ケート調査で得た希望する居住室数のデー
タを用いて需要データに与えているが，多人
数世帯がやや少ないこともあり，5 部屋以上
を希望する世帯は多くない．ただ，建替えで
は 5部屋以上を希望する世帯が相対的に多く
なっている．必要自己資金では，建替えが平
均 1931 万円，新規購入が平均 5651 万円と概
ね妥当な金額となっている．賃貸住宅の家賃
は平均 11.4 万円で，公営住宅の家賃は 3～6
万円と設定しているので平均 4.4 万円となっ
ている．4 つの選択肢について生成された問
題の特性を整理し，概ね適当な問題が生成さ
れていることが確認できる． 
 

表 3 生成した選択肢条件の特性 
 

上に示したケースの演算では，「建替え」
が約 22 万世帯，「新規購入」が約 22 万世帯，
「賃貸住宅」が約 49 万世帯，「公営住宅」が
10 万世帯，「親戚宅等」が約 10 万世帯，「仮
住まいを継続」が約 17 万世帯となった．計
算結果は，生成された選択問題の条件値や世
帯の情報を含む 130 万世帯分のミクロデータ
として生成され，集計することで多様な情報
を得ることができる．ここでは，確認した中
から特徴的であった，住宅所有形態・タイプ
ごとの選択結果と，住宅再取得方法と世帯年
収の関係について確認する． 
 図 3に住宅所有形態・住宅タイプごとの選
択結果を示す．シミュレーション内では倒壊
した集合住宅の建替え問題は扱わず，持家・
戸建ての人にのみ「建替え」の選択肢を与え
ている．持家・戸建て世帯の半数以上が「建
替え」を選択しているが，一部「賃貸住宅」
や「新規購入」が選択されている．一方，借
家世帯では約半数が「賃貸住宅」を選んでい
る．借家世帯では「仮住まいを継続」が選択
される割合が相対的に高いことが特徴的で
あった． 

 
供給数（住宅タ
イプ・立地ごと）

間取り
必要自己資金

／家賃

建替え
需要データに応

じて決まる

新規購入

賃貸住宅

公営住宅
世帯収入に応じ

て与える※3

親戚宅等

仮住まいを継続

選択肢

需要データが持
つ希望する部屋

数を与える予め与える
※1

立地・タイプ・間
取りに応じて与

える※2

需要データに応
じて決まる

- -

選択肢属性

  建替え 新規購入 賃貸住宅 公営住宅
421348 1300000 1300000 255641

東京1 250571 885682 885426 71973
東京2 7035 30047 29868 109269
神奈川1 39986 108682 108536 17169
神奈川2 13061 32723 33868 4970
埼玉1 38792 80245 80101 14551
千葉1 58657 129588 129339 28439
千葉2 13246 33033 32862 9270
戸建て 421348 546970 0 0
集合住宅 0 753030 1300000 255641
4部屋以下 354666 1145116 1145116 234311
5部屋以上 66682 154884 154884 21330
最小値 600 700 0.3 3
最大値 5300 25300 155 6
平均値 1931 5651 11.4 4.4
標準偏差 595 1888 11.5 1.1

部屋数

必要自己資
金/家賃
(単位：万円）

出現回数

立地

住宅タイプ



 

 

図 3 住宅所有形態・タイプごとの選択結果 
 
 次に，図 4 に住宅再取得方法と世帯年収の
関係を示す．シミュレーションで「公営住宅」
は年収 500万円未満の世帯にのみ提示してい
るので，その通りの結果となっている．「建
替え」や「新規購入」では年収 700 万円以上
の世帯が多いのに比べ，「賃貸住宅」「親戚宅
等」「仮住まいを継続」では，年収 500 万円
以下の世帯が多い．経済的状況が良い世帯は
「建替え」や「新規購入」を好むが，経済的
状況が良くない世帯は「仮住まいを継続」「親
戚宅等」「賃貸住宅」となる傾向が窺える結
果となった． 

図 4 住宅再取得方法と世帯年収の関係 
 
次に計算結果の安定性について確認する

ため，同じケース設定で 10回の計算を行い，
平均値・最大値・最小値等を表 4にまとめた．
10 回の計算の変動幅は，平均値の 1%に満た
ないものが大半で，本シミュレーションの計
算結果の安定性は極めて高い．多くの乱数を
用いているが，データ数が大きいため，変動
が収束しているものと判断できる． 
 

表 4 10 回の計算結果の変動 

 
計算結果の安定性が高いので，ケースごと

に各 1回の計算で，複数ケースの結果を比較
することが十分に可能と判断できる．そこで，
まず，公営住宅の供給数を 10 万戸から 0 万
戸まで設定した際の，住宅再取得状況の変動
を確認し，図 5 にまとめた．130 万という住
宅再取得世帯数となると，10 万戸の公営住宅
の供給数が占める割合は小さく，それを低減
しても全体の結果に大きな影響を与えない
ことが分かる．公営住宅を 10 万戸から 0 万
戸とすると，「賃貸住宅」は約 49 万世帯から
53 万世帯と増え，「仮住まいを継続」も約 2
万世帯増えている．利用可能な賃貸住宅が市
場にあれば，経済条件の悪い世帯に向けた家
賃補助等のソフトな支援を検討することで，
公営住宅を大量に建設するよりも安価で効
率的な住宅対策が実現できる可能性が指摘

できる． 
図 5 公営住宅供給量と算定結果の変動 

 
阪神・淡路大震災後の復興公営住宅のコス

トは用地費を含めると戸当たり平均 3000 万
円以上という報告もあり，同程度のコストと
すると 10 万戸作るのには 3 兆円以上を要す
こととなり，現在の行財政の状況を鑑みると，
現実的な数値とは考えにくい．公営住宅の供
給数については恣意的な設定であり，全く作
らない場合についても計算したが，全体の結
果に大きな影響は見られなかった．量的には，
震災後被災者に向けた公営住宅供給の必要
性は少ないものと判断できる．ただし，シミ
ュレーションでは「仮住まいを継続」等に位
置する住宅再取得が困難な経済状況がよく
ない世帯に向けて，代替としての家賃補助等
を検討することが必要であろう． 

以上に示した形で，不確定要素は大きいも
ののある復興シナリオに応じた供給データ
の設定を与えることができれば，復興シナリ
オに応じた住宅再取得状況のシミュレーシ
ョンを実施できる環境は整備され，当初計画
を概ね達成した． 

今後は，住宅市場の動向も踏まえつつ，一
般世帯および家主や管理会社の意向や，これ
までの住宅政策研究等を参考にしながら，災
害時の賃貸住宅の利活用についての制度的
な検討を進めることを課題としたい．その際，
本研究で構築した社会シミュレーションモ
デルを用い，量的な関係性の把握を行なうこ
とが，一つの有益な参考情報となるものと考
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